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基金の管理方針について

資料③



基金の種類 H31末残高見込 根拠法 基金設置目的

一般
会
計

1 財政調整基金 7,782,147 地方財政法§4の3 財源調整及び財政需要に対処するため

2 公債管理基金 3,237,965 地方財政法§4の3 財源調整のうち公債の償還及び適正な管理に必要な財源の確保のため

3 一般職員退職手当基金 2,063,476 地方自治法§241 退職手当の支給財源の確保のため

4 公共施設等整備保全基金 5,192,103 地方自治法§241 本市及び一部事務組合が設置する公共施設等の整備及び保全財源の確保のため

5 国際・平和基金 119,960 地方自治法§241 国際交流と多文化共生の推進及び平和に貢献する地域社会の形成の推進のため

6 みどり環境基金 57,783 地方自治法§241 緑化の推進と自然環境の保全及び自然との共生のため

7 健康福祉基金 346,868 地方自治法§241 健康でともに支え合いながら暮らせる福祉社会の形成のため

8 子育て支援基金 37,242 地方自治法§241 安心して子育てが出来る環境整備及び子供の健全な育成のため

9 にぎわい創出基金 181,971 地方自治法§241 文化の振興、良好な景観づくり、地域経済の活性化等による、まちのにぎわいの創出のため

10 教育振興基金 91,909 地方自治法§241 教育及びスポーツの振興並びに文化財の保護のため

11 安全安心まちづくり基金 227,316 地方自治法§241 災害、犯罪及び交通事故その他の事故に係る安全対策の充実のため

12 土地開発基金 999,992 地方自治法§241 公用もしくは公共用に供する土地等の先行取得のため

小 計 20,338,732

特
別
会
計

1 国民健康保険財政調整基金 2,100,725 地方自治法§241 保険給付及び地域支援事業に要する費用の財源確保のため

2 介護給付費等準備基金 1,021,585 地方自治法§241 保険給付に要する費用の財源確保のため

3 中小企業共済基金 15,969 地方自治法§241 中小企業勤労者福祉共済事業の円滑な運営と資金の安定のため（R3以降廃止見込）
4 農業共済基金 0 農業災害補償法 不足金てん補準備金及び特別積立金の積立（R2.4.1をもって廃止）

小 計 3,138,279

合 計 23,477,011

本市における基金の現状について

1

財源の年度間調整機能（財政調整基金・公債管理基金）及び将来の特定の費用であって、合理的・客観的にその金額を見積もるこ
とができるもの（一般職員退職手当基金・公共施設等整備保全基金）に対して引き続き計画的に資金を活用するためのルールを検討
し、設定します。

（単位：千円）

基金とは、地方自治法§241に基づき、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するために設けられる資金
又は財産を指します。

その種類は、地方財政法§4の3及び§7の規定に基づく資金として財源調整及び財政需要に対処するための資金の積み立てや、ある特定の事業
を実施するために積立てられる資金などがあります。
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＜財政調整基金現在高の状況＞ ◇現・行財政プランにおける財政調整基金残高の目標

取組項目内容
目標値

（R02年度決算）

標準財政規模に対する財政調整基金の割合 20％以上

設定時（H27年度決算） R1年度決算見込

17.7％
（標準財政規模 39,545,241千円）

18.8％
（標準財政規模 41,330,214千円）

約70.1億円 約77.8億円

○標準財政規模の２０％
⇒過去の震災による経験や他団体との比較を踏まえつつ、将来を見据えた持続可能な行財政運営を行っていくための水準として
標準財政規模の２０％を財政調整基金へ優先的に積み立て。

【目標設定の基本的な考え方】

現・行財政プランにおいて目標とした２０％を維持しつつ、基金を取り巻く状況の変化に対応するとともに過度な規模の資金保有となら
ないよう、年度間の財源調整機能を有する基金の適正な管理に向けた目標設定が課題となっています。

財政調整基金は、地方財政法§４の３及び§７の規定に基づく資金として、年度間の財源調整及び財政需要に対処するための資金積立てのために
設置された積立て基金です。中長期の財政収支見通しにおける財源不足や経済事情の著しい変動等に備え、財政調整基金を標準財政規模の
20％以上を目標に当該基金の積立を進めてきました。

H28年度以降、
震災前の水準に回復

R02年度当初時点の決算見込 18.1％ 約77.9億円
（標準財政規模 42,999,931千円）

ただし、新型コロナウイルス感染症対策として実施した事業の財源
として取崩を予定していることから目標達成は困難となる見通し。

令和2年1月24日付総務省事務連絡「令和2年度の地方財政の見通し・予算編成上の留意事項等について」より抜粋
○地方公共団体の基金の適正な管理・運営
⇒それぞれの基金の設置の趣旨に即して、確実かつ効率的な運用を行いつつ、優先的に取り組むべき事業への活用を図るなど、適
正な管理・運営に努められたいこと。また、基金の使途・増減の理由・今後の方針等の基金の積立状況等については、財政状況
資料集における「見える化」をはじめ、公表情報の充実を図るよう努められたいこと。

【国からの通知による要請】



公債管理基金の現状について

3

＜公債管理基金現在高の状況＞

① 経済事情の変動等により著しく財源が不足する場合において公債の償還の財源
に充てるとき。

② 償還期限を繰り上げて行う公債の償還の財源に充てるとき。
③ 財源対策債等の特定の公債の償還のために積み立てた資金をもって当該公債の

償還の財源に充てるとき。
④ 償還期限の満了に伴う公債の償還額が他の年度に比して著しく多額となる年度

において公債の償還の財源に充てるとき。

公共施設の更新事業費の増加による将来の公債費の増大が財政収支見通しにおける収支不足額の主要因であることから、計画的な積
み立て方法等について検討する必要があります。

◇公債管理基金の処分目的

令和2年1月24日付総務省事務連絡「令和2年度の地方財政の見通し・予算編成上の留意事項等について」より抜粋
○減債基金への計画的な積立て
⇒減債基金への積み立ては、各地方公共団体における地方債現在高の状況及び公債費負担の今後の見通しに応じて、計画的に行われ

たいこと。
○満期一括償還地方債に係る積立ルールの標準化
⇒満期一括償還地方債の元金償還に充てるための減債基金への積立てについては、実質公債費比率の算定上、毎年度の積立額を発行

額の30分の1（3.3％）として設定しており、これを下回る分は減債基金の積立不足として取り扱われていることに留意すること。

【国からの通知による要請】

公債管理基金は、財政調整基金と同様、地方財政法§４の３及び§７の規定に基づく資金として、年度間の財源調整のうち、特に公債の償還及び
適正な管理に必要な財源の確保するために設置された積立て基金です。
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億円 公債管理基金
◇現・行財政プランにおける公債管理基金の積立目標

取組項目内容

財政調整基金の目標達成後（標準財政規模の20％以上）は公債管理基金へ継続
的に積立

設定時（H27年度決算） R1年度決算見込

約6.3億円 約32.4億円

R02年度当初時点
の決算見込

約39.4億円
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公共施設等整備保全基金・一般職員退職手当基金の現状について
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＜公共施設等整備保全基金の現在高の状況＞

◇現・行財政プランにおける公共施設等整備保全基金の積み立て目標

公共施設等の大規模改修等に要する経費の財源として積み立てが
必要となる一方、国の財政措置の充実等による所要一般財源の圧縮
により、過度の積み立てとなる可能性があることから積み立てルールの
再検討が必要。

公共施設等整備保全基金は、地方自治法§２４１に基づき、公共
施設等の整備及び保全に要する資金を積み立てるために設置され
た積立て基金です。

その性質は、企業会計における修繕引当金と同様の性質で、将来
一時的に多額が発生する費用の年度間の差を平準化するために資
金を計画的に積み立て及び処分して活用しています。

取組項目内容

30年間の事業見込額の平均（約7.5億円）を基準に
積立及び処分。別途、新庁舎整備分として毎年度
1.5億円を積み立て

＜一般職員退職手当基金の現在高の状況＞

◇現・行財政プランにおける一般職員退職手当基金の積み立て目標

一般職員退職手当基金については、若手職員が増加するなかで、将
来的に大量退職が見込まれる額を踏まえ、積み立て及び処分のルー
ルに基づき、着実な管理が必要。

一般職員退職手当基金は、地方自治法§２４１に基づき、職員の
退職手当の支給に要する資金を積み立てるために設置された積立
て基金です。

その性質は、企業会計における退職給付引当金と同様の性質で、
定年退職など将来の発生予見可能性が高く一時的に多額の費用が
発生すると見込まれる退職手当について年度間の差を平準化する
ために資金を計画的に積み立て及び処分して活用しています。

取組項目内容

30年間の見込額の平均（約7億円）を基準に積
立及び処分。
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約12.7億円を取り崩し
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R02年度当初時点
の決算見込

約51.1億円

R02年度当初時点
の決算見込

約24.3億円
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◇公債管理基金、公共施設等整備保全基金における積立ルールの課題

1. ３０年先の普通建設事業費や公債費を現役世代に負担させることに理解が得にくい。

2. 公共施設マネジメントの推進、国の財政措置の充実等により、積立所要額が大きく変動する可能性がある。

3. 今後３０年間の平均額を積み立てると単年度あたりの財政負担が過大となる。

課題

＜公債費の見通し＞※公共施設マネジメント取組後 ＜普通建設事業に係る一般財源の見通し＞※公共施設マネジメント取組後

30年間の一般財源所要見込額 約242億円 ⇒ 年約8.1億円
［約293億円 − 約24億円 −（約51億円 −約24億円）＝約242億円］

【総一般財源 − 庁舎一般財源 − 基金残高（R2末見込（庁舎除き）） = 所要見込額】

30年間の公債費所要見込額 約2,632.2億円 ⇒ 年約87.7億円
公債管理基金の既積立額約39億円は病院事業の収支状況等の財政リスクに備え留保

現・行財政プランにおける公共施設等整備保全基金の積立ルールと同様に、今後30年間に必要となる公債費、一般財源の平均額を基準に積立・
処分を実施した場合、単年度の財政負担が過大となるなど、様々な課題が発生することが想定されます。

億円 億円

約87.7億円を基準に積立・処分を実施した場合 約8.1億円を基準に積立・処分を実施した場合

年度 R3 R4 R5 R6 R7
積立額 13.3億円 13.9億円 14.5億円 14.8億円 15.6億円

年度 R8 R9 R10 R11 R12
積立額 9.7億円 8.7億円 7.7億円 8.8億円 6.5億円

年度 R3 R4 R5 R6 R7
積立額 △7.5億円 △3.8億円 △2.1億円 △3.1億円 2.3億円

年度 R8 R9 R10 R11 R12
積立額 3.0億円 4.0億円 6.3億円 △4.7億円 3.2億円

毎年約10～15億円程度
の積立(予算ベース)が必要に

8.1億円

87.7億円

未着手の事業に係る
更新事業費を平準化

新庁舎整備事業に要する一般財源
（全額新庁舎整備分を充当）
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公債管理基金及び公共施設等整備保全基金の積立方針について

6

＜公債費の見通し＞※公共施設マネジメント取組後 ＜普通建設事業に係る一般財源の見通し＞※公共施設マネジメント取組後

10年間の一般財源所要見込額 約56億円 ⇒ 年約5.6億円
［約107億円 − 約24億円 −（約51億円 −約24億円）＝約56億円］

【総一般財源 − 庁舎一般財源 − 基金残高（R2末見込（庁舎除き）） = 所要見込額】

10年間の公債費所要見込額 約763.8億円 ⇒ 年約76.4億円
公債管理基金の既積立額約39億円は病院事業の収支状況等の財政リスクに備え留保

約76.4億円を基準に積立・処分を実施した場合 約5.6億円を基準に積立・処分を実施した場合

経済社会状況の変化や国の財政措置の充実、公共施設マネジメントの進捗状況に応じた適切な規模の積立と取崩を実施するため、30年間の財政
収支見通し期間を10年ごとに区分して、それぞれの期間に応じた対策により負担の平準化に取り組みます。

①１～10年目の短期的に必要となる事業費については、10年間の所要見込額の平均額を基準に基金へ積み立てることにより平準化を図ります。
②11～20年目の中期的に必要となる事業費は、決算剰余金等を活用して基金への積み立てを行うことにより対応します。
③21～30年目の長期的に必要となる事業費は、公共施設マネジメントの推進や国の制度改正等により基金残高の確保を図ります。

億円 億円

年度 R3 R4 R5 R6 R7
積立額 △10.0億円 △6.3億円 △4.6億円 △5.6億円 △0.2億円

年度 R8 R9 R10 R11 R12
積立額 0.5億円 1.5 億円 3.8億円 △7.3億円 0.7億円

年度 R3 R4 R5 R6 R7
積立額 1.9億円 2.6億円 3.1億円 3.5億円 4.3億円

年度 R8 R9 R10 R11 R12
積立額 △1.6億円 △2.6億円 △3.7億円 △2.5億円 △4.9億円

基金の活用による平準化 マネジメント・制度改正等決算剰余金等の積立
基金の活用による平準化 マネジメント・制度改正等決算剰余金等の積立

新庁舎整備事業に要する一般財源
（全額新庁舎整備分を充当）

基金が過度な積立とならないよう、行財政プランの更新時期に併せ、適宜基金積立・処分の基準を見直します。

76.4億円

あり方検討事業に係る
更新事業費を平準化

5.6億円

※インフラ・その他分除く



財政調整基金び一般職員退職手当基金の管理方針について
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＜財政調整基金の現在高＞

R2年度末において阪神・淡路大震災以前の水準を確保できる一方、新型コロナウイルス感染症対策等
の影響による取り崩しや標準財政規模の拡大により、割合の達成が困難となる見込み。

R02年度末見込 標準財政規模に対する割合 18.1％ 現在高約77.9億円
※新型コロナウイルス感染症対策による取崩後の現在高約64.7億円（15.0％）。ただし、取り崩した基金は地方創生

臨時交付金により一定程度復元される見込み

現・行財政プランにおいて目標とした標準財政規模の２０％を維持しつ
つ、過度な規模の資金保有とならないよう、適正な管理に向けた目標設
定が必要となっています。
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財政調整基金現在高 新型コロナ取り崩し分

標準財政規模に対する割合

億円

災害等発生時においても実質収支の黒字を確保するため、連結実質赤字比率
の早期健全化基準（標準財政規模の16.42％）を上回る17％以上を確保するとと
もに、過大な資金保有とならないよう、財政調整基金の積立上限を20％以下とし
ます。

財政調整基金の積立基準 ： 標準財政規模の17～20％の範囲内

不測の事態に備えて積み立てるだけでなく、効率的な運用や取り組む
べき事業への活用など、適正な管理・運用が求められています。

〇財政調整基金 〇一般職員退職手当基金
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退職手当 基金取崩額

＜一般職員退職手当の所要見込額＞億円

職員の定年退職にかかる経費は以下のとおり後年度以降、増加す
ることが見込まれていることから、計画的な積み立て処分による費用
の平準化が必要となっています。

基金取崩し
により補填

30年間の一般財源所要見込額 約233億円 ⇒ 年約7.8億円
［約257億円 − 約24億円 ＝約233億円］

【総一般財源 − 基金残高（R2末見込） = 所要見込額】

約7.8億円を基準に積立・処分を実施した場合

年度 R3 R4 R5 R6 R7
積立額 3.9億円 5.0億円 4.1億円 1.8億円 1.8億円

年度 R8 R9 R10 R11 R12
積立額 0.7億円 1.2億円 0.9億円 △0.6億円 △2.0億円

職員の定年退職にかかる経費の試算に基づき、計画的な積み立
て処分による費用の平準化を図ります。

7.8億円



（参考）４基金の残高見込額について

8

＜地方財政法に基づく年度間の財源調整基金＞ ＜地方自治法に基づく特定目的のための基金＞

４基金

合計額

決算剰余金の１／２を下らない額
毎年度３億円と仮定

約 159億円

将来費用の平準化を目的とし、年度間の財源調整機能を図るもの不測の財源不足等に備え、年度間の財源調整機能を図るもの

10年後の基金残高見込額

約 30億円

一般職員
退職手当基金公債管理基金

公債管理基金
一般職員

退職手当基金

7,786百万円
Ｒ
２
末
見
込

Ｒ
６
末
見
込

3,944百万円

5,106百万円

2,431百万円

5,054百万円
81百万円

3,911百万円

※公共施設マネジメントの進捗により変動 ※退職者数の増減により変動

現在の財源を全て活用し費用の平準化を図る

Ｒ
２
末
見
込

Ｒ
６
末
見
込

（庁舎勘定）1,352百万円

公共施設等整備保全基金
（一般勘定）3,754百万円

財政調整基金

7,786百万円

公共施設等整備保全基金
（一般勘定）

費用の平準化のため一定額の
水準を定め積み立て、処分

財政需要に応じ
積み立て、処分

一般職員
退職手当基金

Ｒ
12
末
見
込

0百万円

4,166百万円

※公共施設マネジメントの進捗により変動 ※退職者数の増減により変動

Ｒ
12
末
見
込

財政調整基金

7,786百万円

公共施設等整備保全基金
（一般勘定）

費用の平準化のため一定額の
水準を定め積み立て、処分

費用の平準化のため一定額の
水準を定め積み立て、処分

公債管理基金

3,944百万円

約 189億円

新型コロナウイルス対策による取崩の影響を考慮しなかった場合

財政調整基金

（

新

・
行
財
政
プ
ラ
ン
最
終
年
度
）

（

10
年
後
）

（

新

・
行
財
政
プ
ラ
ン
最
終
年
度
）

（

10
年
後
）



（参考）新型コロナウイルス感染症対策による財政調整基金の状況
伊丹市では新型コロナウイルス感染拡大に対し、これまで8度の専決及び補正予算措置により対策事業を実施してきました。１人10万円の特別定額

給付金や子育て世帯への臨時特別給付などは国庫支出金等を財源に実施しましたが、市独自の対策事業等に係る財源は財政調整基金を取り崩すこ
とにより措置しています。なお、新型コロナウイルス感染症対策として実施した事業に対しては国が新型コロナウィルス感染症対応地方創生臨時交付金
を措置しており、これにより財政調整基金の取り崩し分は一定程度復元される見込みです。

上下水道局に
おいて実施

第１～３弾 第５弾 第６弾 第７弾 第８弾

R２年４月１日時点現在高財政調整基金 7,782,147千円

現時点でのＲ2年度末現在高見込み 6,469,196千円

第４弾

◇新型コロナウイルス感染症対策に係る補正予算の財源として取り崩した財政調整基金

• 感染症拡大防止策と医療体制の整備（消毒液等の購入）
• 児童くらぶの延⻑開設、保育料返還等

• 感染拡大防止対策（消毒費用の助成等）
• 学校園の臨時休業及び外出自粛に伴う課題への対応 など

• 個人事業主等への店舗等への賃料補助
• 飲食店のテイクアウト＆デリバリー利用促進
• 在宅勤務やオンライン学習環境整備等の支援対策 など

第１弾 令和元年度予算対応

第２弾 41,192千円

第３弾 385,033千円

• 児童扶養手当受給者への支援給付金
• 4か月児健診の個別健診化 など

第５弾 79,063千円

• 小中学校等に1人1台のタブレット端末を整備
• オンライン学習に向けたモバイルルーター貸与
• 期間限定プレミアム商品券・ポイントシール事業の支援
• 休業要請による売り上げ減少事業者への支援
• 避難所における新型コロナウイルス感染症対策 など

第６弾 328,912千円

• 住居確保給付金等のワンストップ窓口設置
• 就労支援対策等生活困窮者等への支援強化
• 学校教育活動に必要となる教材費等 など

第７弾 54,697千円

• キャッシュレス決裁時のポイント還元実施
• 日本遺産認定記念「GoTo伊丹キャンペーン」
• 新生児に対する独自の特別支援給付金の支給
• 避難所における生活環境改善に係る備品等の購入
• 文化芸術公演再開、スポーツ団体への支援事業 など

第８弾 426,860千円

9
R2年度新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ対策による取崩額 △1,316,625千円

R2年度当初予算 積立＋3,674千円 取崩 ０千円

その他事業に充てた取崩額 △868千円


